
 

 

 

 

平成 28年 11月 22日 

内閣府（防災担当） 

 

防災に関する課題を解決するアイデアの募集について 

～「『防災４.０』遂行作戦」～ 

 

最新の情報通信技術を防災分野へ活用していくことを目的とし、「『防災４.０』遂

行作戦」と称する、既存の枠組みを超えた多様な提案を企業等を対象に募集いたしま

す。 

また併せて一般住民が防災を「自分ごと」として捉え、「自分に合った防災」を考

え・創るためのハッカソンの参加者を以下のとおり募集いたします。 

※ハッカソンとは、「Hack（ハック）」と「Marathon（マラソン）」を合わせた造語であり、プ

ログラマーやデザイナーが集い、短期間でソフトウェアの開発や改善を行うことを目的と

するものです。 

 

【民間企業からのアイデア募集】 

              25  金 

１.募集期間 平成 28年 11月 22日（火）～平成 28年 12月 22日（木）締切 

 

２.応募方法 募集ページ（以下の URL参照）より、「企業提案型アイデア提案募集」

バナーをクリックし、リンク先からエントリーしてください。 

http://bousai-sakusen.jp/ 

 

３.対 象 者 企業、研究機関等、法人格を持つ主体 

 

４.そ の 他 応募いただいた提案については、非公開による内閣府防災のヒアリン

グを行うことや、今後設ける予定の検討の場に参加いただくことがご

ざいます。 

 

【市民参加のハッカソン開催】 

１. 開催日時 平成 29年１月 21日（土）～22日（日） 

 

２. 場 所 東京都千代田区紀尾井町 1-3（予定） 

 

３. 募集期間 平成 28年 12月１日（木）～平成 29年１月 10日（火）締切 

 

４. 応募方法 募集ページ（以下の URL参照）より、「ハッカソン参加お申込み」バナ 

ーをクリックし、リンク先からエントリーしてください。 

http://bousai-sakusen.jp/ 

差替え 

http://bousai-sakusen.jp/
http://bousai-sakusen.jp/


 

 

５. 参 加 費 無料 

 

６. 対 象 者 防災に関心のある方（どなたでもご参加いただけます） 

 

７. 定 員 50名程度 

 

８. 取 材 取材可（フルオープン）。 

詳細は、追って公表いたします。 

 
 

 

≪問合せ先≫ 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（防災計画担当）付 

参事官補佐 堀江 直宏 主査 小寺 裕之 

電話：03-3501-6996、FAX：03-3581-7510 



「『防災４.０』遂行作戦」※

○企業提案型（アイデア提案募集）【年内募集】
既存の枠組みを超えることにより、より効率的、

効果的な災害対応を可能とするアイデアを募集。
①ビッグデータ等の活用による高度化
②企業間連携
③公的セクターとの接合 のいずれかを要件とする。

最新のICTを活用し、既存の枠組みを超えた多様なアイデアを企業や一般の方々から広く募るこ
とにより、社会全体として災害リスクに備える日本を創る「『防災４.０』遂行作戦」を実施

○一般参加型（ハッカソン）【1月21・22日実施予定】
防災を自分ごとにするアイデア・アプリを考える

ハッカソンを実施。
最新の技術と従来の枠組みを超えた柔軟な発想の

融合、防災に携わる人材の交流をめざす。

国と地方・民間の「災害情報ハブ」推進チームについて
設置背景

 平成28年熊本地震に係る「初動対応検証レポート」や「応急対策・生活支援策検討WG」等に
おいて、被災市町村の状況や避難者の動向、物資の状況等の把握が困難であったことが指摘さ
れており、ICTの活用等により、これら課題の解決に向けた取り組みが必要。

 経団連「大規模災害への対応における官民連携の強化に向けて」において、ICTの積極的な利
活用とともに、災害時に必要な情報に関する官民の相互連携等が提言。

国と地方・民間の「災害情報ハブ」推進チーム
【来月設置予定・第１回は１～２月を予定】

・民間企業、地方自治体、ICT有識者、関係省庁などによりメンバーを構成
・各主体の取り扱う災害に資する情報に関する活用方法・共有するためのルール等を検討
・「『防災４.０』遂行作戦」より得られた優良なアイデアについて実用化を検討

※「防災４.０」未来構想プロジェクトにおいて、有識者より提言された「情報通信技術（ICT）の活用」を受けた取組
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